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2026年6月30日、ベトナム政府および財政省は、改正個人所得税法のガイダンス
Decree253/2026/NĐ-CPおよびCircular87/2026/TT-BTCを発行しました。両ガイダンス
規定は2026年7月1日から施行されます。

給与・賃金に係る所得（以下「給与所得」)に関する主な変更点は以下のとおりです。
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給与所得の課税所得対象の追加および明確化  

• 現金、現物および証券による賞与、ならびに雇用者が被雇用者向けに開催するコンテスト
・イベントでの賞金・賞品が給与所得の課税所得に追加された。

• 事業登録をしていない個人に支払われる報酬（実務許可証または専門資格の有無を問
わず）が給与所得に該当することが明確化された。

免税・減税の範囲拡大

• 免税となる食事手当の上限が1人当たり月額120万VNDに引き上げられました。

• 退職手当および失業手当は法定水準を超える部分についても、就業規則、労働契約また
は労働協約に明確に規定されている場合は免税となります。

• 以下の免税対象の所得が追加されました。

ꟷ 労働法の規定に基づく時間外労働・深夜労働に対する給与所得、および未消化の年次
有給休暇日数買い取りに対する給与所得。

ꟷ 雇用者が被雇用者のために建築した住宅から得られる便益（電気代、水道代及び付随
したサービスを含む）。

ꟷ 給与所得の性質を有しない労働組合法に定める労働組合から受け取る金銭および便益。

ꟷ 社会保険法に基づく任意加入年金および任意年金から支払われる所得（分割支払・
一括支払、定年の前後での支払を問わない）。

ꟷ 科学技術・イノベーション任務の遂行から生じる給与および著作権に対する所得。
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ꟷ 特定の個人に対する所得（ODAプロジェクト/非政府プロジェクトの専門家、
国連機関で勤務するベトナム人職員、および国連平和維持軍に参加する個人）。

ꟷ デジタル技術産業、ハイテクおよび戦略技術分野の高度人材に対する所得
（5年間免税）。
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給与所得からの控除項目の追加

• 納税者および被扶養者の医療費、教育・訓練費に係る費用が控除項目として追加されま
した。

• 社会保険法に基づく任意加入年金、任意年金、および生命保険の掛金支払額は、月額
300万VNDまで控除可能となります。当掛金支払額には雇用者の拠出分および被雇用
者の拠出分（ある場合）の両方が含まれます。

被扶養者控除

• 被扶養者控除の条件である被扶養者の所得水準は、月額300万VNDを超えないものへ
と拡大されました（従前は100万VND）。

• 身寄りがない、または就労が困難な被扶養者に関する証憑書類の要件が追加されました。

申告方法

• 現物支給・現金支給分を含む課税所得の認識時点は、組織・個人が所得を支払う時点ま
たは納税者が所得を受け取る時点とされます。

• 外国の組織が個人に立替払いした給与所得をベトナムの組織が外国の組織に支払う場合、
当該ベトナムの組織が個人所得税を源泉徴収し納付する義務があります。

• 労働契約を締結していないまたは3か月未満の労働契約を締結した居住者に対して支払わ
れる所得で1回当たりの支払額が500万VND以上の場合、および労働契約終了後に被雇
用者に支払われる所得に対しては10%の源泉徴収率が適用されます。

• 確定申告において納付すべき税額が予定納付した税額を下回り、還付または相殺を請求し
ない場合、または10%の源泉徴収済みの追加所得があり、当該月平均所得が1,500万
VNDを超えず、かつ納税者が確定申告を希望しない場合には、確定申告は不要となります。

ストックオプション等による所得

• 個人所得税は株式付与時ではなく、株式を譲渡した時点で発生し、給与所得に対する税
金と証券譲渡活動に対する税金が含まれます。

• 給与所得の課税所得の確定基準は以下の通りです。

ꟷ ストックオプションについての給与課税所得は付与時点で会社の会計帳簿に被雇用者の
ために計上された費用、または特定できない場合には額面価額もしくは市場価額となる。
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ꟷ 従業員株式所有制度（ESOP）についての課税所得は、発行時点での会社の会計
帳簿に被雇用者のために計上された費用、または本費用を特定できない場合は株式の
額面価額と被雇用者が実際に購入のために支払った金額との差額となります。差額が
マイナスまたは０の場合には課税所得は発生せず、納税義務も生じません。

• 証券会社または保管銀行が10%の個人所得税を源泉徴収し、個人は年次確定申告を
行う義務があります。
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生命保険およびその他の積立型の任意保険による所得

• ベトナム法に基づき設立・運営される保険会社が提供する保険の場合:

ꟷ 雇用者が被雇用者のために保険料を支払う時点では、課税所得に計上しません。

ꟷ 契約満期時、保険会社は支払時に免税限度額を超える積立保険料部分に対して
10%の個人所得税を源泉徴収し、個人は当該所得を確定申告に含める必要はありま
せん。

ꟷ 個人が年金保険と生命保険の両方に加入している場合、免税限度額の合計は月額
300万VNDとなります。

• ベトナム法に基づき設立・運営されていない外国の保険会社が提供する保険の場合、雇用
者は被雇用者に給与支払時に、免税限度額を超える保険料部分に対して10%の個人所
得税を源泉徴収する必要があります。

今回の改正は、企業および被雇用者の納税義務に大きな影響を及ぼす可能性があります。
所得を支払う組織および支給される個人は、税務申告・納税のコンプライアンスを遵守するた
めに、関連する詳細規定を確認し、必要に応じて弊社専門家までご相談ください。
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